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 市民意識調査等の結果について 

 

１ 調査の目的 

  過去の市民意識調査や全国調査等と比較しながら，男女共同参画に関する市民，事業

所，児童の意識の現状や変化，地域特性等を的確にとらえ，問題・課題等を明らかにし，

「（仮称）第 5次宇都宮市男女共同参画行動計画」を策定するうえでの基礎資料とするこ

とを目的として実施 

 

２ 調査対象 

 ⑴ 市民意識調査 

   18 歳以上の市民 3,000 人を無作為に抽出 

⑵ 事業所意識調査 

   市内の従業員 5名以上の 2,500 事業所を無作為に抽出 

 ⑶ 児童意識調査 

   市立小学校 10 校 

 ⑷ DV 被害者実態調査 

   ウィメンズハウスとちぎの相談，支援を受けた被害者のうち連絡が取れた女性 22人 

及び宇都宮市女性相談所の相談，支援を受けた DV被害者 3人 

 

３ 調査方法 

⑴ 市民意識調査は，アンケート調査票を郵送配布，無記名にて郵送回収 

⑵ 事業所意識調査は，アンケート調査票を郵送配布，無記名にて郵送回収 

 ⑶ 児童意識調査は，対象学校に調査票を配布，回収 

 ⑷ DV 被害者実態調査は，調査の趣旨を説明したうえで，質問票を配布，電話や面接で 

質問事項について聞き取り 

 

４ 調査期間 

  令和 4年 2月 14 日（月）～令和 4年 3月 4日（金） 

   ※ DV 被害者実態調査は令和 3年 11 月 15日（月）～令和 4年 1月 14 日（金） 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料３ 
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５ 回収結果 

対象 配布数 有効回収数 有効回答率 

■市民（全体） 3,000 1,507 50.2％ 

性
別 

男性 1,500   609 40.4％ 

女性 1,500   872 57.9％ 

選択できない -    2 0.1％ 

無回答 - 24 1.6％ 

■事業所 2,500  1,148 45.9％ 

■児童   907  863 95.1％ 

 

６ 回答者の基本属性について 

⑴ 市民意識調査 

・ 回答者数，回答率，男女比等 

 回答者数 回答率 男性 女性 性別不明 

令和 3年度 1,507 50.2％ 40.4％ 57.9％ 1.7％ 

平成 28 年度 1,196 39.9％ 40.7％ 56.5％ 2.8％ 

・ 年齢構成  

 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代以上 無回答 合計 

令和 3年度 1.4％ 8.9％ 12.8％ 15.7％ 17.3％ 21.0％ 21.8％ 1.1％ 100％ 

平成 28 年度  12.7% 16.4% 20.7% 22.2% 16.4% 11.0% 0.5％ 100％ 

 

⑵ 事業所意識調査 

【業種別回答率等】                

項目 回答数 構成比 

卸売・小売業 200 17.4％ 

サービス業 149 13.0％ 

建設業 210 18.3％ 

医療・福祉 179 15.6％ 

製造業 92 8.0％ 

飲食・宿泊業 49 4.3％ 

不動産業 8 0.7％ 

運輸・通信業 68 5.9％ 

金融・保険業 9 0.8％ 

電気・ガス・水道業 5 0.4％ 

教育・学習支援事業 42 3.7％ 

その他 105 9.1％ 

無回答 32 2.8％ 

合計 1,148 100.0％ 

 

 

      【規模別回答率等】 

項目 回答 構成比 

100 人以下 1，033 90.0％ 

101 人～300 人 58 5.1％ 

301 人以上 26 2.3％ 

無回答 31 2.7％ 

合計 1,148 100.0％ 
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⑶ 児童意識調査 

・ 回答者数，回答率，男女比等 

 回答者数 回答率 男性 女性 性別不明 

令和 3年度 907 95.1% 398 444 21 

平成 28 年度 878 94.6％ 55.9％ 43.3％ 0.8 

平成 23 年度 890 91.4％ 50.3％ 49.7％  

 

 ⑷ DV 被害者実態調査 

・ 回答者数，回答率等 

 回答者数 回答率 女性 

令和 3年度 25 100% 25 

 

 

市民意識調査結果  

１ 男女の地位の平等感 

・ 「学校教育の場」での平等感は進んでいるが，その他の場においては，男性優遇と

感じている市民が多い。 

（表１） 

 ①  

男性の方が非常に

優遇されている 

②  

どちらかといえば

男性の方が優遇 

されている 

①＋② 

家庭生活 7.9% 40.0% 47.9% 

職場 12.5% 39.0% 51.5% 

学校 2.6% 14.7% 17.3% 

自治会等 9.1% 30.0% 39.1% 

政治 37.2% 39.4% 76.6% 

法律や制度 14.7% 33.3% 48.0% 

社会通念・慣習・しきたり 21.0% 51.7% 72.7% 

社会全体 12.7% 57.9% 70.6% 
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２ 固定的な性別役割分担意識 

・ 「男は仕事，女は家庭にいるのが良い（図１）」という考えは，「50歳代以上の男性」 

において，根強く残っており，同年代の女性と比較すると差が大きい。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 男性のワーク・ライフ・バランス 

・ 「男性の家事，子育て，介護，地域活動への参加」に重要なものとして，男女とも 

に「職場の理解」，「夫婦間での協力」が高かったほか，「労働時間の短縮」や「柔軟な 

勤務制度」などの回答も多かった。なお，「労働条件での男女の差をなくすこと」につ 

いては，女性の方が重要とした割合が高かった。（図２） 

・ 「男性が育児休業を取得しづらい理由」として，20 歳代と 30 歳代のいずれも「職場 

にとりやすい雰囲気がないから」が最も高かった。（図３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.1%

3.3%

2.8%

2.4%

3.2%

10.1%

4.6%

14.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

（図１）男は仕事，女は家庭にいるのが良い

男性 女性

0.0％

0.0%

37.9%

57.9%

69.5%

61.1%

67.4%

72.6%

31.6%

31.6%

42.1%

61.4%

52.6%

59.6%

70.2%

63.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

男性が家事や子育て，介護について学べる機会や情報

提供を充実すること

男性の仕事中心の生き方や考え方を改めること

男女の役割意識についての社会通念や慣習，しきたり

を改めること

柔軟な勤務制度（フレックス制度など）の導入がされ

ていること

賃金，昇進・昇格の機会，仕事内容など，労働条件で

の男女の差をなくすこと

労働時間の短縮や休暇制度を普及させること

夫婦の間で家事などの分担について，十分に話し合

い，協力し合うこと

夫婦が協力して家事，子育て，介護をすることに職場

の理解が得られること

20歳代男性 20歳代女性

（図２）今後，男性が家事，子育て，介護，地域活動に積極的に参加していくためには，

特にどのようなことが重要だと思いますか。（複数選択可）
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４ 地域・社会への参画 

・ 「地域活動の役員など方針を決定していく場への女性の参画に必要なこと」について， 

「男性優位の組織運営の改善」は，現役世代の「40 歳代男性」で 33.0％，「40 歳代女性」

で 41.3％，「30歳代男性」で 35.6％，「30 歳代女性」で 47.0％となっている。（図４） 

・ また，70歳以上男性においては，「女性の参画に対する人々の抵抗感をなくすこと」 

の回答が多く，30歳代との意識の乖離が大きい。（図５） 

 

 

 

47.0%

41.3%

35.6%

33.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

30歳代

40歳代

（図４）男性優位の組織運営を改善すること

男性 女性

0.0%

44.1%

35.6%

62.7%

50.8%

78.0%

59.3%

3.5%

40.4%

36.8%

50.9%

49.1%

70.2%

47.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

育児は女性の方が向いているので，男性が取

る必要はないから

休業補償が十分でないので経済的に困るから

人事評価や昇給に影響があるから

取ると仕事で周囲の人に迷惑がかかるから

仕事が忙しいから

職場に取りやすい雰囲気がないから

周囲に取った男性がいないから

20歳代男性 30歳代男性

（図３）男性が育児休業を取得しづらい理由は何だと思いますか。（複数選択可）

（％）
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・ 「自治会等での地域社会での男女の地位の平等」について，男性より女性の方が「男

性が非常に優遇されている（図６）」と考えている割合が多い一方，40 歳代以上の女

性は男性以上に「自治会などの重要な役割は男性が担うべき（図７）」と考える人の

割合が高くなっており，20～30 歳代の女性との意識の乖離がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.5%

17.8%

15.5%

7.3%

3.2%

5.5%

6.1%

3.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

（図６）男性が非常に優遇されている

男性 女性

27.6%

19.4%

18.6%

36.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

30歳代

70歳以上

（図５）女性の参画に対する人々の抵抗をなくすこと

男性 女性
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５ 女性の就労等 

 ・ 30 歳代女性で「結婚」，「妊娠・出産」，「育児」，「介護」の理由で，「退職したことが 

ある」割合が増加している。（図８） 

・ 「仕事と家事・育児・介護の両立が難しいため」退職した割合が 35.7％と高い。（図９） 

・ また，再就職に必要なことについて，「夫の理解と家庭参画」が高いほか，「フレック 

スタイム制度の導入や育児休業などの制度の充実」も多い。（図１０） 

・  

 

 

 

 

 

 

1.8%

0.0%

1.1%

0.0%

2.3%

6.4%

0.0%
1.5%

7.7%

7.9%
4.4%

9.1%

14.0%

20.3%

12.8%

13.8%

12.2%

20.4%

5.3%

14.2%

18.9%

17.1%

18.8%

18.2%

19.3%

16.9%

24.5%

23.9%

32.8%

26.1%

26.3%

17.2%

22.4%

27.0%

31.5%

24.2%

64.9%

62.7%

61.7%

61.5%

48.9%

40.8%

68.4%

67.2%

51.0%

47.4%

43.1%

44.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【男性・年代別】

20歳代(n=57)

30歳代(n=59)

40歳代(n=94)

50歳代(n=109)

60歳代(n=131)

70歳以上(n=157)

【女性・年代別】

20歳代(n=95)

30歳代(n=134)

40歳代(n=143)

50歳代(n=152)

60歳代(n=181)

70歳以上(n=165)

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答

（図７）自治会などの重要な役職は男性が担うべき 

32.6%

37.3%

31.5%

43.4%

27.1%

11.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

（図８）「結婚」，「妊娠・出産」，「育児」，「介護」の理由で退職した経験
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37.5%

35.7%

9.0%

9.2%

5.6%

12.1%

5.2%

7.0%

23.4%

2.0%

6.1%

2.5%

0% 20% 40%

家事・育児・介護に専念したいので自発的に辞

めた

仕事と家事・育児・介護の両立が難しいため

体力や健康に自信がないため（病気を含む）

子ども，高齢者や病人を預けられる人や，施設

が近くにないため

保育園や幼稚園，介護施設に預ける方が，経

済的に負担が大きくなるため

職場に，育児，介護休業制度がなかったため

解雇・または退職勧奨されたため

配偶者または子どもなど，家族が望まなかった

から

配偶者の転勤や居住地の問題などで職場が

遠くなったから

仕事の内容や責任等が変わり，やりがいを感

じられなくなりそうだったから

その他

無回答

0.9%

2.9%

1.9%

56.1%

46.3%

47.1%

20.7%

29.1%

74.1%

43.5%

78.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

わからない

その他

フレックスタイム制度の導入や育児休業などの制度

の充実

企業等が再就職を希望する人を雇用する制度の充実

企業等事業所の理解

技能習得のための講座等の充実

就職情報や職業紹介などの相談機関の充実

子どもや介護を必要とする人を預かって

くれる施設やサービスの充実

夫以外の家族の理解や家事・育児などへの参加

夫の理解や家事・育児などへの参加

（図１０）女性の再就職には何が必要だと思うか

（図９）退職した理由 



9 
 

６ 女性の健康に関するパートナーの理解 

・ 平成 28 年度時の調査から「理解している，理解できている」の割合が全ての世代に 

おいて大きく減少している。（図１１） 

・ 20～30 歳代では男女の差がないが，40歳代以上は「理解している，理解できている」 

に男女差が生じており，年齢が上がるほど男女の差が大きくなっている。（図１２）  

 

 

47.1%

61.5%

48.3%

60.1%

66.1%

50.8%

35.8%

47.0%

37.8%

34.2%

37.6%

32.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

（図１１）健康に関してパートナーが「理解してくれている」

とした女性の割合

令和3年度 平成28年度

35.1%

45.8%

41.5%

38.5%

44.3%

42.0%

35.8%

47.0%

37.8%

34.2%

37.6%

32.7%

21.1%

27.1%

26.6%

29.4%

20.6%

26.8%

22.1%

26.9%

39.2%

37.5%

34.3%

29.1%

28.1%

22.0%

24.5%

22…

26.0%

19.7%

26.3%

20.1%

19.6%

21.7%

22.1%

20…

15.8%

5.1%

7.4%

6.4%
7.6%

5.7%

15.8%

5.2%

3.5%

5.9%
5.5%

11…

2.8%

5.7%

0.6%
6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【男性・年代…

20歳代(n=57)

30歳代(n=59)

40歳代(n=94)

50歳代(n=109)

60歳代(n=131)

70歳以上(n=157)

【女性・年代…

20歳代(n=95)

30歳代(n=134)

40歳代(n=143)

50歳代(n=152)

60歳代(n=181)

70歳以上(n=165)

理解していると思う、理解できていると思う
理解していると思わない、理解できていないと思う
わからない
該当しない
無回答

（図１２）パートナーの健康への理解 
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７ ＤＶ相談 

・ 配偶者等から受けた暴力について，「相談した」と回答した方の割合は，平成 28年 

度から女性は減少している一方で，男性は増加している。（図１３）  

・ 相談しなかった理由について，女性は「相談しても無駄だと思ったから」，「自分さえ 

我慢すればやっていけると思ったから」が多く，男性は「自分にも落ち度があると思 

ったから」が多かった。また。男性においては，女性と比べ「相談する人がいなかっ 

たから」の割合が高かった。（図１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.7%

9.5%

25.7%

34.7%

3.7%
29.2%

61.7%

78.6%

67.1%

54.8%

85.2%

60.4%

5.6%

11.9%

7.2%

10.5%

11.1%

10.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

女性

男性

全体

女性

男性

全体

（図１３）配偶者等から受けた暴力についての相談

相談した 相談しなかった 無回答

【令和３年度】 

【平成２８年度】 
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41.2%

38.2%

34.3%

28.4%

22.5%

19.6%

15.7%

12.7%

6.9%

5.9%

3.9%

2.0%

27.3%

30.3%

30.3%

42.4%

30.3%

21.2%

12.1%

15.2%

6.1%

6.1%

3.0%

0.0%

47.0%

40.9%

36.4%

19.7%

18.2%

16.7%

18.2%

9.1%

6.1%

6.1%

4.5%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

相談しても無駄だと思ったから

自分さえ我慢すればやっていけると思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

自分にも落ち度があると思ったから

相談する人がいなかったから

他人を巻き込みたくなかったから

恥ずかしくて誰にも言えなかったから

どこに相談してよいのかわからなかったから

仕返しを受けると思ったから

子どもに危害がおよぶと思ったから

その他

無回答

全体(n=102）

男性(n=33）

女性(n=66）

（図１４）相談しなかった理由（複数選択可） 
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８ 多様な性について 

・ ＬＧＢＴの言葉の認知度は，66.5%で平成 28年度の 41.0%から大きく上昇した。 

・ 自分の性別に悩んだことについて，「ある」が 3.8%，「ない」が 92.6%となっている。 

・ 性的マイノリティの方々の人権を守る啓発の必要性について，「わからない(53.8%)」 

が過半数であり，「必要だ(38.6%)」を大きく上回っている。（図１５） 

 

 

 

事業所意識調査結果 

１ ワーク・ライフ・バランスについて 

 ・ 事業所における取組について，「有給休暇取得の奨励(79.1%)」や「定時退社の推奨 

(63.0%)」に多くの事業所が取り組んでいる一方，「フレックスタイム制度の導入 

(11.5%)」や「在宅勤務（テレワーク）ができるようにしている(18.3%)」事業所は 

進んでいない状況である。（図１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1%

1.9%

53.8%

2.5%

38.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

その他

わからない

必要ないと思う

必要だと思う

（図１５）性的マイノリティの方々の人権を守る啓発や

施策について必要だと思うか。

1.3%
11.5%

18.3%

31.8%
33.5%

36.1%
52.6%

52.3%

63.0
79.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

フレックスタイム制度を導入している

在宅勤務（テレワーク）ができるようにしている

管理職以外の従業員の意識改革を行っている

管理職の意識改革を行っている

時間短縮勤務ができるようにしている

育児・介護休業をとりやすい環境を整えている

業務効率の向上を図っている

定時退社の推奨

有給休暇取得の奨励

（図１６）現在，ワーク・ライフ・バランスに関して行っている取組はどのようなものか。

（複数選択可）

% 
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２ 雇用や職場環境について 

 ・ 女性の人材確保について，「仕事と家庭の両立のための職場環境整備(46.8%)」に取 

り組んでいる事業所が多い一方，「テレワークの積極的な活用(7.0%)」の取組は進んで 

いない状況であり，「特に何もしていない(35.6%)」事業所も多い状況である。（図１７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 女性の活躍推進における取組について 

・ 女性活躍を推進する上で，今後必要な取組について，「女性の継続就業（育児休業か 

らの職場復帰など）に関する支援」が最も多く，約６割の企業が回答している。（図１８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.7%

7.0%

11.1%

18.2%

35.6%

46.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

テレワークの積極的な活用

「育休復帰支援プラン」や「介護支援プラン」を策定し活用

女性の管理職への積極的な行動など積極的改善措置等を実施

特に何もしていない

仕事と家庭の両立のための職場環境整備

（図１７）女性の人材確保について，どのような取組を行っているか。（複数選択可）

8.5%

4.3%

10.1%

7.1%

25.1%

14.2%

26.6%

28.6%

28.7％

9.9%

26.6%

28.7%

59.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

その他

在宅勤務（テレワーク）など

多様な働き方の推進

転勤時の配慮

人材育成の機会を男女平等に与えること

採用・配置・昇進における

女性が満たしにくい条件の緩和

公正・透明な人事管理制度，

評価制度の構築

女性の活躍の必要性についての

理解の促進

ハラスメント防止などの職場環境の整備

ロールモデルの育成

女性のモチベーションや就業意識を

高めるための研修機会の付与

超過勤務削減などワーク・ライフ

・バランスの推進

女性の継続就業（育児休業からの

職場復帰など）に関する支援

（図１８）女性活躍を推進する上で，今後必要な取組（複数選択可） 
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４ 女性管理職登用における取組について 

・ 市内企業における女性管理職登用率（役員除く）は 8.7%（部長級 7.5%，課長級 10.7%） 

で全国とほぼ同程度である。  

（参考）全国：部長級 8.4%，課長級 10.8%（厚生労働省「令和 2年度雇用均等基本調査」より） 

 ・ 女性管理職がいない，または少ない理由については，「管理能力の面で，女性の適任 

者が少ない，またはいない」が 36.9%で最も多く，次いで「業務内容が女性に向いてい 

ないと思う，または任せられない」が 18.1%で多い。（図１９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.0%

6.1%

16.1%

17.3%

18.1%

36.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

管理職試験制度があるが，受験生が少ない，

またはいない

辞めてしまう可能性があるので，人材として

育てられない

家庭の仕事もあるので，長時間労働を要求で

きない

在籍年数など満たしていない

業務内容が女性に向いていないと思う，また

は任せられない

管理能力の面で，女性の適任者が少ない，ま

たはいない

（図１９）女性管理職がいない，または少ない理由は何か。（複数選択可）



15 
 

４ 男性の育児休業について 

・ 市内企業における男性の育児休業取得率は 24.9%となっている。  

[参考値]全国：12.65%（厚生労働省「令和 2年度雇用均等基本調査」より） 

・ 育児休業の取得促進のため行政がすべきこととして，「育児休業者に代わる人材を雇用し

た場合の補助金制度」，「育児休業取得者がいる事業所の税制面等の優遇措置」，「休業中の

所得保障をより充実させる」の順に高くなっており，企業にとって金銭的なメリットを求

めている。（図２０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.4%

2.8%

8.2%

35.4%

10.8%

44.3%

38.7%

23.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

その他

特にない

休業中の所得保障をより充実させる

育児休業制度に関する

広報や周知を徹底させる

育児休業者に代わる人材を

雇用した場合の補助金制度

育児休業取得者がいる事業所

の税制面等の優遇措置を行う

育児休業を男女それぞれが取得

するように法律で義務付ける

（図２０）育児休業制度を男女ともに利用しやすくするために，行政がすべきこと（複数選択可）
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５ 多様な性について 

・ 「性的マイノリティが働きやすい環境をつくるべきか」について，「そう思う(34.6%)」， 

「どちらかと言えばそう思う(47.8%)」で 82.4%が肯定的である一方，「そう思わない 

(3.5%)」，「どちらかといえばそう思わない(9.0%)」で 12.5%の企業が否定的である。 

・ 企業で性的マイノリティに関する取組を進めるにあたって，国や自治体に取り組ん 

でほしいことについて，「職場における性的マイノリティに関するガイドライン等の提 

供」が 29.8％で最も多く，次いで「職場における性的マイノリティに関する取組や事 

例の紹介などの情報提供」28.9％，「性的マイノリティに対する社会全体の理解促進に 

向けた啓発活動」28.1％の順になっている。（図２１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1%

18.3%

18.3%

22.0%

22.7%

28.1%

28.9%

29.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

性的マイノリティに関する積極的な取組を行う企業

の表彰

職場環境整備のための女性

性的マイノリティに関する企業からの相談への対応

特にない

性的マイノリティに関する労働者からの相談への対

応

性的マイノリティに対する社会全体の理解促進に向

けた啓発活動

性的マイノリティに関する取組や事例の紹介等の情

報提供

性的マイノリティに関するガイドライン等の提供

（図２１）企業で性的マイノリティに関する取組を進めるに当たって，国や自治体

に取り組んでほしいこと。（複数選択可）
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児童意識調査結果 

 

１ 「女（男）らしくしなさい」，「女（男）のくせに」と言われることについて 

・ 「女(男)らしくしなさい」や「女(男)のくせに」と言われることの頻度について，「全 

く言われない」が 50.6％（H28 調査時より 6.6 ポイント増）で最も多く，次いで「あ 

まり言われない」が 31.5％，「ときどき言われる」が 13.7％（図２２） 

・ 「女(男)らしくしなさい」や「女(男)のくせに」と言う人について，「母」が 68.5％ 

で最も多く，次いで「父」が 31.5％，「祖母」が 23.5％（図２３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.7%

5.4%

6.0%

12.8%

13.4%

23.5%

31.5%

68.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

祖父

女の友達

姉や妹

男の友達

兄や弟

祖母

父

母

（図２３）「女（男）らしくしなさい」や「女（男）のくせに」と言う人は誰か

（複数回答可）

0.6%

50.6%

31.5%

13.7%

3.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

まったく言われない

あまり言われない

ときどき言われる

よく言われる

（図２２）「女（男）らしくしなさい」や「女（男）のくせに」と言われることがある

か
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２ 会長や委員長などのリーダーについて 

・ 会長や委員長などのリーダー役を，だれがするのが良いと思うかについて，「女の人 

でも男の人でもどちらでも良い」が 89.0％（H28 調査時より 5.6 ポイント増）（図２４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 将来の仕事について 

 ・ 将来どんな仕事をしたいかについて，男子は「スポーツ選手」20.9％，「情報（シス 

テムエンジニア等）」9.8％，「会社員・公務員」「医療関係」が同率で 5.3％の順に多い。 

女子は「医療関係」14.6％，「サービス業（美容師等）」14.0％，「芸術家（デザイナ 

ー等）」13.7％の順に多い。（図２５，図２６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3.0%

0.8%
3.0%

3.0%
3.3%
3.3%
3.3%
3.5%
4.0%
4.5%
5.3%
5.3%

9.8%
11.8%
15.3%

20.9%

0.0% 50.0% 100.0%

無回答

法律関係（裁判官・弁護士・他）

芸能人（俳優・歌手・ダンサー・芸人・他）

販売業（花屋・ケーキ屋・雑貨屋・他）

サービス業（美容師・ネイリスト・調理師・動物関…

教育（教師・幼稚園の先生・保育士・他）

警察等（警察官・自衛官・消防士・他）

芸術家（デザイナー・作家・漫画家・カメラマン・他）

建設業（大工・建築設計士・他）

製造業（自動車・機械・食品・伝統工芸・他）

医療関係（医師・看護師・薬剤師・他）

事務系の会社員・公務員

情報（システムエンジニア・ゲームクリエイター・他）

その他

わからない

スポーツ選手

（図２５）将来どんな仕事がしたいか（男子）

0.2%

3.5%

89.0%

3.2%

4.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

わからない

女の人でも男の人でもどちらでも良い

男の人のほうが良い

女の人のほうが良い

（図２４）会長や委員長などのリーダー役を，誰にするのが良いと思うか
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2.5%
0.0%
0.7%

1.1%
1.4%
1.8%
2.3%
3.2%

7.0%
8.1%
8.8%
9.0%
11.9%
13.7%
14.0%
14.6%

0.0% 50.0% 100.0%

無回答

製造業（自動車・機械・食品・伝統工芸・他）

法律関係（裁判官・弁護士・他）

情報（システムエンジニア・ゲームクリエイター・他）

警察等（警察官・自衛官・消防士・他）

建設業（大工・建築設計士・他）

事務系の会社員・公務員

スポーツ選手

販売業（花屋・ケーキ屋・雑貨屋・他）

芸能人（俳優・歌手・ダンサー・芸人・他）

教育（教師・幼稚園の先生・保育士・他）

その他

わからない

芸術家（デザイナー・作家・漫画家・カメラマン・他）

サービス業（美容師・ネイリスト・調理師・動物関…

医療関係（医師・看護師・薬剤師・他）

（図２６）将来どんな仕事がしたいか（女子）
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DV 被害者実態調査結果  

１ 加害者からの暴力について 

・ 加害者からの暴力は「精神的・心理的暴力」が 84％で最も多く，「身体的暴力」と「社 

会的暴力」が同率で 72％の順に多い。また,夫婦間だけでなく子どもを巻き込んだ暴力 

も 52％と多い状況である。（図２７） 

・ 加害者から暴力を受けていた期間は「10年～20 年未満」の人が 28％と最も多く，「5 

年～10 年未満」，「3年～5年未満」の順に多くなっている。5年以上もの長期間に渡り 

加害者から暴力を受けていた被害者は 64％いる状況である。（図２８） 

 

 

21人

18人

18人

15人

13人

13人

0 5 10 15 20 25

ののしる、無視するなどの「精神的・心理

的暴力」

殴る、蹴るなどの「身体的暴力」

外出や親族･友人との付き合いを制限する

などの「社会的暴力」

生活費を渡さないなどの「経済的暴力」

性行為を強要する、避妊に協力しないなど

の「性的暴力」

子どもを巻き込んだ暴力

（人）

（図２７）あなたが受けた暴力はどのようなもの

（２５人回答・複数選択可）

1人

3人

5人

6人

7人

2人

1人

0 2 4 6 8

1年未満

1年～3年未満

3年～5年未満

5年～10年未満

10年～20年未満

20年～40年未満

40年以上

（人）

（図２８）加害者から暴力を受けた期間について（２５人回答）
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２ 相談について 

・ 最初に相談した時期は，暴力を振るわれてから「1年未満」と「5～10 年未満」が 25% 

で最も多く，「10～20 年未満」，「1年～5年未満」の順に多くなっている。（図２９） 

・ 相談に行くまでに時間がかかった理由は，「自分さえ我慢すればやっていけると思っ 

たから」が 72%と多く，「自分にも落ち度があると思ったから」，「仕返しを受けると思 

ったから」が同率で 40％の順に多くなっている。また，「どこに相談してよいのかわか 

らなかったから」が 36%，「相談する人がいなかったから」が 28%となっており，相談 

窓口を知らなかった被害者も多かった。（図３０） 

・ 相談窓口の効果的な周知方法としては，「市施設や商業施設，病院等の女性トイレの 

ステッカーによる掲示」や「市広報紙『広報うつのみや』による周知」の回答が多か 

った。（図３１） 

・ ＤＶの相談・支援機関から受けた支援で助かった内容は，「時間をかけて解決まで継 

続した相談・カウンセリング・メンタルケア」が 80%で最も多く，次いで「役所や相談 

機関，裁判所などへ同行支援」，「ＤＶに関する様々な情報を得る機会」の順に多くな 

っている。（図３２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6人

3人

3人

6人

4人

1人

1人

0 2 4 6 8

暴力を振るわれてから1年未満

暴力を振るわれてから1年～3年未満

暴力を振るわれてから3年～5年未満

暴力を振るわれてから5～10年未満

暴力を振るわれてから10～20年未満

暴力を振るわれてから20～40年未満

暴力を振るわれてから40年以上

（人）

18人
10人
10人

9人
8人

7人
6人

5人
4人

3人
4人

0 5 10 15 20

自分さえ我慢すればやっていけると思ったから

自分にも落ち度があると思ったから

仕返しを受けると思ったから

どこに相談してよいのかわからなかったから

子どもに危害が及ぶと思ったから

相談する人がいなかったから

相談しても無駄だと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

他人を巻き込みたくなかったから

恥ずかしくて誰にもいえなかったから

その他

（人）

（図３０）相談に行くまで時間がかかった理由は（２５人回答・複数選択可）

（図２９）加害者から暴力を振るわれたときに最初に相談したのはいつか（２４人回答） 
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３ 被害者について 

・  被害者の就労の割合は，「仕事をしている人」が 68%で，「仕事をしていない人」は

32%となっている。（図３３）「仕事をしていない理由」は，「就職先が見つからない」「そ

の他（子どもが不登校のため等）」「身体的に不安がある」「精神的に不安がある」の順

になっている。（図３４） 

・  健康面での不安については，「不安はない」が 28％で，「不安がある」が 72％となっ

ており，そのうち，身体面での不安がある人が 27.8％，精神面での不安がある人が

38.9％，精神，身体ともに不安がある人は 33.3％となっている。（図３５，図３６） 

・  また，「仕事を探す際，どのような支援が必要か」については，「パソコンのスキル

習得」「求人情報の紹介」「面接指導」の順に高くなっている。（図３７） 

 

20人

15人

13人

12人

5人

0 10 20 30

時間をかけて解決まで継続した相談・カウン

セリング・メンタルケア

役所や相談機関、裁判所などへ同行支援

ＤＶに関する様々な情報を得る機会

同じ悩みを持つ人たちと話し合える集まり

その他

（人）

（図３２）ＤＶの相談・支援機関から受けた支援で，助かった内容は何か

（２５人回答・複数選択可）

18人

9人

4人

4人

10人

0 5 10 15 20

市施設や商業施設、病院等の女性トイレのス

テッカーによる掲示

市広報紙「広報うつのみや」による周知

市施設の窓口でのリーフレットの配布

駅周辺やデパートなど人が多い場所でのチラ

シ等の配布

その他

（人）

（図３１）相談窓口の周知について，どのような周知方法，周知場所が効果的と思うか

（２５人回答・複数選択可）
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仕事をしている

17人 68%

仕事はしていない

8人 32%

（図３３）現在の仕事の状況（２５人回答）

不安はない, 
7, 28%

不安がある, 
18, 72%

（図３５）現在の健康面について

27.8%

38.9%

33.3%

（図３６）現在の不安について

身体面 精神面 身体・精神とも

3人

2人

2人

1人

1人

5人

0 2 4 6

就職先が見つからないから

身体的に不安があるから

精神的に不安があるから

加害者に見つかる不安があるから

今まで働いたことがないから

その他（子どもの不登校，高齢のため）

（人）

（図３４）仕事をしていない理由（８人回答・複数選択可）
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４ 子どもについて 

・ 加害者から子どもへの虐待は，「身体的虐待」と「心理的虐待」が同率で 89%であり，

ほとんどの被害者の子どもに共通していた。心理的虐待の内容としては，「子どもは被

害者が暴力を受けたところを見ていた」94%であるほか，「加害者が子どもに直接言葉

で脅したり心を傷つけたりする態度をとっていた」が 59%と多くなっている。（図３８，

図３９） 

・ 子どもに対し必要な支援は，「専門家の診察・カウンセリング・メンタルケア」が 76%， 

「子どもの居場所作り・安心して遊べる居場所の提供」が 65%と多くなっている。 

（図４０） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5人

4人

3人

2人

2人

1人

0 2 4 6

ＩＴ講習などパソコンのスキル習得

求人情報の紹介

面接指導

ハローワーク等への同行

履歴書の書き方

その他

（人）

（図３７）仕事を探す際，どのような支援がしてもらいたかったか（１０人回答・複数選択可） 

17人

17人

5人

1人

1人

0 5 10 15 20

身体的虐待（殴る、蹴るなど）

心理的虐待

育児放棄（ネグレクト。食事を与えない、

病気でも病院に連れていかないなど）

性的虐待

その他

（人）

（図３８）子どもは加害者からどのような虐待を受けていたか。（１９人回答・複数選択可）  
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13人

11人

7人

5人

0 5 10 15

専門家の診察・カウンセリング・メンタルケ

ア

子どもの居場所作り・安心して遊べる居場所

の提供

子どもの学習支援

その他

（人）

（図４０）子どもに対してどのような支援をしてもらいたかったか。 

（１７人回答・複数選択可） 

16人

6人

10人

0 5 10 15 20

子どもはあなたが暴力を受けたところを見

ていた

子どもはあなたが暴力を受けたところは見

ていなかったが、物音や声、様子から知っ

ていた

子どもに直接、言葉で脅したり心を傷つけ

たりする態度をとっていた

（人）

（図３９）心理的虐待の内容 （１７人回答・複数選択可） 
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５ ＤＶやデートＤＶの防止啓発 

・ ＤＶやデートＤＶの防止に必要な取組について，「被害者が早期に相談できるよう相

談窓口を周知する」が 76%，「学校や大学で，暴力を防止するための教育を行う」が 72%

で多くの被害者に共通している。（図４１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19人

18人

14人

13人

12人

9人

7人

7人

3人

2人

0 5 10 15 20

被害者が早期に相談できるよう相談窓口の周知

学校や大学で、暴力を防止するための教育

加害者への罰則の強化

被害者を発見しやすい立場の医療関係者等へ研修

暴力を防止するための広報・啓発活動

家庭での暴力防止教育を行う

加害者に二度と繰りかえさないための教育

暴力を助長するおそれのある情報を取り締まる

その他

わからない

（人）

（図４１）ＤＶやデートＤＶを防止するためには，特にどのようなこ

とに取り組むことが必要だと思うか。（２５人・複数選択可）


